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2017年５月31日

第22回定時株主総会招集ご通知における
インターネット開示情報

（法令および定款に基づくみなし提供事項）

　法令および当社定款第15条の規定に基づき、第22回定時株主総会招集ご通知の提供書面のうち、当社
ホームページ（http://www.lifull.com/）に掲載することにより、当該提供書面から記載を省略した事項
は次のとおりでありますので、ご高覧賜りますようお願い申し上げます。

⑴　連結計算書類の「連結注記表」 １～16頁

⑵　計算書類の「個別注記表」 17～23頁

株式会社Lifull

表紙
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連　結　注　記　表

1.　連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
⑴　連結計算書類の作成基準

　当社及び子会社(以下「当社グループ」という。)の連結計算書類は、会社計算規則第120条第１項の規定によ
り、国際会計基準(以下「IFRS」という。)に準拠して作成しております。なお、連結計算書類は同項後段の規定
により、IFRSで求められる開示項目の一部を省略しております。

⑵　連結の範囲に関する事項
連結子会社の状況
・連結子会社の数　　17社（国内13社、海外４社）
・連結子会社の名称

国内子会社　　株式会社レンターズ
株式会社Lifull Marketing Partners
株式会社Lifull Senior
株式会社Lifull FinTech　他９社

在外子会社　　Trovit Search,S.L.　他３社

⑶　持分法の適用に関する事項
持分法を適用した関連会社の状況
・持分法適用会社数　　　　２社
・会社の名称　　　株式会社フライミー、Osclass,S.L.

－ 1 －
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⑷　会計方針に関する事項
・　金融商品の評価基準及び評価方法

①　非デリバティブ金融資産
(ⅰ)　当初認識及び測定

　金融資産は、契約の当事者となる時点で当初認識し、当初認識時点において以下に分類しております。
(ａ)　純損益を通じて公正価値で測定する金融資産

　売買目的保有金融資産又は純損益を通じて公正価値で測定することを指定した金融資産
(ｂ)　満期保有投資

固定又は決定可能な支払金額と固定の満期日を有する金融資産で、当社グループが満期まで保
有する明確な意図と能力を有するもの

(ｃ)　貸付金及び債権
　支払額が固定又は決定可能な金融資産のうち、活発な市場での取引がないもの

(ｄ)　売却可能金融資産
金融資産のうち、売却可能金融資産に指定されたもの、又は上記(a)(b)(c)のいずれにも分類
されないもの

　金融資産は、当初認識時点において公正価値で測定し、純損益を通じて公正価値で測定する金融資産
を除き、取得に直接起因する取引費用を加算して算定しております。

－ 2 －
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(ⅱ)　事後測定
(ａ)　純損益を通じて公正価値で測定する金融資産

　純損益を通じて公正価値で測定する金融資産は公正価値で測定し、再測定から生じる利得又は
損失は純損益として認識しております。

(ｂ)　満期保有投資
　満期保有投資は、実効金利法による償却原価から減損損失を控除した金額で測定しております。
　なお、実効金利法は、金融資産もしくは金融負債の償却原価を計算し、関係する期間にわたり
利息収益又は費用を配分する方法であります。実効金利は、当該金融商品の予想残存期間(場合に
よってはより短い期間)を通じての、将来の見積現金受領額又は支払額を、当初認識の正味帳簿価
額まで正確に割引く利率であります。

(ｃ)　貸付金及び債権
　貸付金及び債権は、実効金利法による償却原価から減損損失を控除した金額で測定しておりま
す。
　利息の認識が重要でない短期の債権を除き、利息収益は実効金利を適用して認識しております。

(ｄ)　売却可能金融資産
　売却可能金融資産は、決算日現在の公正価値で測定し、公正価値の変動額はその他の包括利益
として認識しております。なお、貨幣性資産に係る外貨換算差額は純損益として認識しておりま
す。
　売却可能である資本性金融商品に係る配当は、当社グループが支払を受ける権利が確定した期
に純損益として認識しております。

－ 3 －
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(ⅲ)　減損
　純損益を通じて公正価値で測定する金融資産以外の金融資産は、決算日において減損していることを
示す客観的証拠が存在するか否かを検討しております。当該金融資産については、客観的な証拠によっ
て損失事象が当初認識後に発生したことが示されており、かつ、その損失事象が当該金融資産の見積将
来キャッシュ・フローにマイナスの影響を及ぼすことが合理的に予測できる場合に減損していると判定
しております。
　売却可能金融資産については、その公正価値が著しく下落している、又は長期にわたり取得原価を下
回っていることも、減損の客観的証拠になります。
　売上債権のような特定の分類の金融資産は、個別に減損の客観的証拠が存在しない場合でも、更にグ
ループ単位で減損の評価をしております。
　償却原価で測定している金融資産について認識した減損損失の金額は、当該資産の帳簿価額と、見積
将来キャッシュ・フローを金融資産の当初の実効金利で割り引いた金融資産の現在価値との差額であり
ます。以後の期間において、減損損失の額が減少したことを示す客観的事象が発生した場合には、減損
損失を戻入れ、純損益として認識しております。
　売却可能金融資産が減損している場合には、その他の包括利益に認識した累積利得又は損失を、その
期間の純損益に振り替えております。売却可能な資本性金融商品については、以後の期間において、減
損損失の戻入れを認識いたしません。一方、売却可能な負債性金融商品については、以後の期間におい
て、公正価値が増加を示す客観的事実が発生した場合には、当該減損損失を戻入れ、純損益として認識
しております。

(ⅳ)　認識の中止
　金融資産から生じるキャッシュ・フローに対する契約上の権利が消滅した時、又は金融資産を譲渡し
ほとんどすべてのリスクと経済価値が他の企業に移転した場合にのみ、金融資産の認識を中止しており
ます。
　金融資産の認識の中止に際しては、資産の帳簿価額と受取った又は受取可能な対価との差額、及びそ
の他の包括利益に認識した累積利得又は損失は純損益として認識しております。

－ 4 －
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②　非デリバティブ金融負債
(ⅰ)　当初認識及び測定

　金融負債は、契約の当事者となる時点で当初認識し、当初認識時点において以下に分類しております。
(a)　純損益を通じて公正価値で測定する金融負債

　純損益を通じて公正価値で測定することを指定した金融負債
(b)　その他の金融負債(社債及び借入金含む)

　純損益を通じて公正価値で測定する金融負債以外のもの
　金融負債は、当初認識時点において公正価値で測定し、純損益を通じて公正価値で測定する金融負債を除
き、発行に直接帰属する取引費用を減算して算定しております。

(ⅱ)　事後測定
(a)　純損益を通じて公正価値で測定する金融負債

　純損益を通じて公正価値で測定する金融負債は公正価値で測定し、再測定から生じる利得又は損
失を純損益として認識しております。

(b)　その他の金融負債
　その他の金融負債は、主として実効金利法を使用して償却原価で測定しております。

(ⅲ)　認識の中止
　金融負債が消滅した時、すなわち、契約中に特定された債務が免責、取消し、又は失効となった場合
にのみ、金融負債の認識を中止しております。金融負債の認識の中止に際しては、金融負債の帳簿価額
と支払われた又は支払う予定の対価の差額は純損益として認識しております。

－ 5 －
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③　金融資産及び金融負債の相殺
　金融資産及び金融負債は、当社グループが残高を相殺する法的に強制可能な権利を現在有しており、かつ
純額で決済するか又は資産の実現と負債の決済を同時に行う意図を有する場合のみ、連結財政状態計算書上
で相殺し、純額で表示しております。

④　デリバティブ及びヘッジ会計
(ⅰ)　デリバティブ

　当社グループは、為替レート及び金利の変動によるリスクをヘッジするため、金利スワップ等のデリ
バティブ取引を利用しています。
　デリバティブは、デリバティブ取引契約が締結された日の公正価値で当初認識しています。当初認識
後は、期末日の公正価値で測定しています。デリバティブの公正価値の変動額は、ヘッジ手段として指
定していない又はヘッジが有効でない場合は、直ちに純損益で認識しています。デリバティブ金融資産
は「その他の金融資産」に、デリバティブ金融負債は「その他の金融負債」にそれぞれ分類しています。

－ 6 －
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(ⅱ)　ヘッジ会計
　当社グループは、ヘッジ会計の要件を満たすデリバティブ取引についてヘッジ手段として指定し、キ
ャッシュ・フロー・ヘッジとして会計処理しています。
　当社グループは、ヘッジ開始時に、ヘッジ会計を適用しようとするヘッジ関係並びにヘッジを実施す
るに当たってのリスク管理目的及び戦略について、正式に指定及び文書化を行っています。また、ヘッ
ジ手段がヘッジ対象期間において関連するヘッジ対象の公正価値やキャッシュ・フローの変動に対して
高度に相殺効果を有すると見込まれるかについて、ヘッジ開始時とともに、その後も継続的に評価を実
施しています。
　キャッシュ・フロー・ヘッジとして指定され、かつその要件を満たすデリバティブの公正価値の変動
の有効部分はその他の包括利益で認識し、その他の包括利益累計額に累積しています。その他の包括利
益累計額は、ヘッジ対象のキャッシュ・フローが損益に影響を与えるのと同じ期間に、ヘッジ対象に関
連する連結損益計算書の項目で純損益に振り替えています。デリバティブの公正価値の変動のうち非有
効部分は直ちに純損益で認識しています。
　ヘッジ対象である予定取引が非金融資産又は非金融負債の認識を生じさせるものである場合には、以
前にその他の包括利益で認識したその他の包括利益累計額を振替え、非金融資産又は非金融負債の当初
認識時の取得原価の測定に含めています。
　当社グループがヘッジ指定を取消した場合、ヘッジ手段が失効、売却、終結又は行使された場合、並
びにヘッジがヘッジの有効性の要件を満たさなくなった場合には、ヘッジ会計を中止しています。
　ヘッジ会計を中止した場合、その他の包括利益累計額は引き続き資本で計上し、予定取引が最終的に
純損益に認識された時点において純損益として認識しています。予定取引がもはや発生しないと見込ま
れる場合には、その他の包括利益累計額は直ちに純損益で認識しています。

－ 7 －
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・　重要な固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産

　有形固定資産は、原価モデルを採用し、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した価額
で計上しております。
　取得価額には、資産の取得に直接関連する費用、解体、除去及び原状回復費用を含めております。
　土地等の償却を行わない資産を除き、各資産はそれぞれの見積耐用年数にわたって定額法で減価償却を行
っております。主要な資産項目ごとの見積耐用年数は、以下のとおりであります。
　・建物：８～10年
　・工具、器具及び備品：４～15年
　なお、見積耐用年数及び減価償却方法等は、各連結会計年度末に見直しを行い、変更があった場合は、会
計上の見積りの変更として将来に向かって適用しております。
　有形固定資産は、処分時、又は継続的な使用又は処分から将来の経済的便益が期待されなくなった時に認
識を中止しております。

②　のれん
　のれんは取得原価から減損損失累計額を控除した価額で表示しております。
　のれんは償却を行わず、関連する資金生成単位に配分し、毎年又は減損の兆候が存在する場合にはその都
度、減損テストを実施しております。のれんの減損損失は連結損益計算書において認識され、その後の戻入
は行っておりません。

－ 8 －
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③　無形資産
　個別に取得した耐用年数を確定できる無形資産は、原価モデルを採用し、取得原価から償却累計額及び減
損損失累計額を控除した金額で計上しております。個別に取得した耐用年数を確定できない無形資産は、取
得原価から減損損失累計額を控除した額で計上しております。
　企業結合により取得し、のれんとは区別して認識された無形資産は、取得日の公正価値で当初認識されま
す。当初認識後、企業結合により取得した無形資産は、個別に取得した無形資産と同様に、取得原価から償
却累計額及び減損損失累計額を控除した金額で計上されます。
　研究段階で発生した支出は、発生した期間の費用として計上しております。開発段階で発生した自己創設
無形資産は、資産計上の要件をすべて満たした日から、開発完了までに発生した支出の合計額で認識してお
ります。当初認識後、自己創設無形資産は、個別に取得した無形資産と同様に、取得原価から償却累計額及
び減損損失累計額を控除した金額で計上しております。
　償却費は、見積耐用年数にわたって定額法で計上しております。
　主要な無形資産の見積耐用年数は以下のとおりであります。
　・ソフトウェア：５年
　・商標権：５年
　・顧客リスト：６年～11年
　なお、見積耐用年数及び償却方法は、各連結会計年度末に見直しを行い、変更があった場合は、会計上の
見積りの変更として将来に向かって適用しております。

－ 9 －
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・　重要な引当金の計上基準
　当社グループが過去の事象の結果として現在の法的又は推定的債務を有しており、当該債務を決済するため
に経済的便益をもつ資源の流出が必要となる可能性が高く、かつ、当該債務の金額について信頼性のある見積
りができる場合に、引当金を認識しております。
　引当金は、現時点の貨幣の時間価値の市場評価と当該債務に特有なリスクを反映した税引前の割引率を用い
て、債務の決済に必要とされると見込まれる支出の現在価値として測定しております。時の経過による引当金
の増加は金融費用として認識しております。
　当社グループは引当金として、資産除去債務を認識しております。資産除去債務は、賃借事務所・建物等に
対する原状回復義務に備え、過去の原状回復実績及び事務所等に施した内部造作の耐用年数を考慮して決定し
た使用見込期間等を基礎として、各物件の状況を個別具体的に勘案して見積り、認識及び測定しております。

・　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
①　外貨建取引

　外貨建取引は、取引日における直物為替レートを適用することにより、機能通貨に換算しております。期
末日における外貨建貨幣性資産及び負債は、期末日の為替レートで機能通貨に再換算しております。公正価
値で測定される外貨建非貨幣性資産及び負債は、当該公正価値の算定日における為替レートで機能通貨に再
換算しております。
　これら取引の決済から生じる外国為替差額並びに外貨建貨幣性資産及び負債を期末日の為替レートで換算
することによって生じる為替差額は、純損益で認識しております。ただし、非貨幣性項目に係る利益または
損失がその他の包括利益に計上される場合は、為替差額もその他の包括利益に計上しております。

－ 10 －

連結注記表



2017/05/29 10:16:05 / 16267956_株式会社Ｌｉｆｕｌｌ_招集通知（Ｆ）

②　在外営業活動体
　在外営業活動体の資産及び負債(取得により発生したのれん及び公正価値の調整を含む)については期末日
レート、収益及び費用については期中の平均為替レートを用いて日本円に換算しております。
　在外営業活動体の計算書類の換算から生じる為替換算差額は、その他の包括利益で認識しております。
　当該差額は「在外営業活動体の換算差額」として、その他の資本の構成要素に含めております。なお、在
外営業活動体の持分全体の処分、及び支配、重要な影響力または共同支配の喪失を伴う持分の一部処分とい
った事実が発生した場合、当該換算差額を、処分損益の一部として純損益に振替えております。

・　その他連結計算書類の作成のための重要な事項
消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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2.　会計上の見積りの変更に関する注記
(耐用年数の変更)
　当社は、2016年11月開催の取締役会で本社移転に関する決議をいたしました。これにより、本社移転に伴
い利用不能となる固定資産について耐用年数を短縮し、移転予定日までの期間で減価償却が完了するように耐
用年数を変更しております。
　この変更により、従来の方法に比べて、当連結会計年度の営業利益、及び税引前当期利益がそれぞれ308,613
千円減少しております。

3.　連結財政状態計算書に関する注記
⑴　資産から直接控除した貸倒引当金

売掛金及びその他の短期債権 24,695千円
その他の長期金融資産 37,854千円

⑵　減価償却累計額
有形固定資産 1,156,282千円

－ 12 －

連結注記表



2017/05/29 10:16:05 / 16267956_株式会社Ｌｉｆｕｌｌ_招集通知（Ｆ）

4.　連結持分変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当 連 結 会 計 年 度
期 首 の 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当連結会計年度末
の 株 式 数

普通株式（株） 118,789,100 ― ― 118,789,100

⑵　配当に関する事項
①　配当金支払額等

決 議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2016年６月28日
定時株主総会 普通株式 534,219 4.50 2016年３月31日 2016年６月29日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
　2017年６月28日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提案してお
ります。

（イ）配当金の総額 671,929千円
（ロ）１株当たり配当額 5円66銭
（ハ）基準日 2017年３月31日
（ニ）効力発生日 2017年６月29日

　配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

⑶　当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項
該当事項はありません。
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5.　金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

①　資本管理
　当社グループは、事業の競争力を維持・強化することのみならず、事業規模の拡大と収益源の多様化を進め
るために新サービスないし新規事業に取り組んでおり、持続的な成長を実現するための投資が必要となります。
これらの成長のための資金需要は手元資金で賄うことを基本とし、必要に応じて資金調達を実施いたします。
そのため、当社グループでは現金及び現金同等物、有利子負債及び資本のバランスに注意しております。
　なお、当社グループが適用を受ける重要な資本規制はありません。

②　財務上のリスク管理方針
　当社グループは、事業を営む上で様々な財務上のリスク（為替リスク、金利リスク、信用リスク及び流動性
リスク）が発生します。当社グループは、当該財務上のリスクの防止及び低減のために、一定の方針に従いリ
スク管理を行っております。
　また、当社グループの方針として、デリバティブは、実需取引のリスク緩和を目的とした取引に限定してお
り、投機目的やトレーディング目的の取引は行っておりません。
(ⅰ)　為替リスク管理

　当社グループの事業は多くの国及び地域で営まれており、当社グループの経営成績及び財政状態は為
替リスクに晒されています。当社は、当該リスクを管理することを目的として、為替相場の継続的なモ
ニタリングを行っています。
　当社グループは、外貨建借入金について、外貨建調達の為替変動リスクを通貨スワップ取引等により
ヘッジしており、また、変動金利調達の金利の固定化を目的として金利スワップ取引を行っております
が、ヘッジ会計の要件を満たさない場合は、純損益に影響を及ぼすおそれがあります。

(ⅱ)　金利リスク管理
　当社グループは、固定金利と変動金利双方で資金を借り入れているため、金利変動リスクに晒されて
います。有利子負債の概ね半数は固定金利により調達された借入金ですが、変動金利性借入金について
は、金利スワップにより実質的に固定金利性借入金と同等の効果を得ています。
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(ⅲ)　信用リスク管理
　当社グループの営業活動から生ずる債権は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関
しては、当社グループの販売管理規程等に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、
主な取引先の信用状況を定期的に把握する体制としております。

(ⅳ)　流動性リスク管理
　当社グループは、キャッシュ・フローの予算と実績の分析を通じて流動性リスクを管理しており、必
要となる流動性については、基本的に営業活動によるキャッシュ・フローにより確保しております。

⑵　金融商品の公正価値等に関する事項
　2017年３月31日における連結財政状態計算書計上額及び公正価値については、次のとおりであります。

（単位：千円）
連結財政状態計算書
計 上 額 公 正 価 値

償却原価で測定する金融資産
　その他の長期金融資産 708,624 704,775
償却原価で測定する金融負債
　借入金 1,454,222 1,454,052

(注)1.　帳簿価額が公正価値の合理的な近似値となっている金融商品は、上表に含めておりません。
2.　金融商品の公正価値の算定方法に関する事項は次のとおりであります。
①　その他の長期金融資産

　その他の長期金融資産の公正価値は、用途により区分したうえで、当該区分の利用期間及び信用リスク
を加味した利率で割り引いた現在価値により算定しております。

②　借入金
　借入金の公正価値は、同一の残存期間で同条件の借入を行う場合に想定される金利を用いた割引キャッ
シュ・フロー法により測定しております。
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6.　１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり親会社所有者帰属持分 155円59銭
⑵　基本的１株当たり当期利益 23円30銭

7.　重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

8.　その他の注記
　該当事項はありません。
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個　別　注　記　表

1.　重要な会計方針に係る事項に関する注記
⑴　資産の評価基準及び評価方法

①子会社株式及び関連会社株式
移動平均法による原価法

②その他有価証券
時価のあるもの………決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定しております。）
時価のないもの………移動平均法による原価法

③デリバティブ…………時価法
④貯蔵品…………………最終仕入原価法

⑵　固定資産の減価償却の方法
有形固定資産……………定率法によっております。ただし、平成28年4月1日以降に取得した建物附属設備に

ついては定額法によっております。
主な耐用年数は次のとおりであります。

建物…………………8 ～ 10年
工具器具備品………４ ～ 15年

無形固定資産……………定額法によっております。なお、商標権については10年、ソフトウェア（自社利用
分）については社内における利用期間（５年）、のれんについては５年の定額法によ
っております。
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⑶　引当金の計上基準
貸倒引当金………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上
しております。

賞与引当金………………従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、将来の支給見込額のうち当事業年
度の負担額を計上しております。

⑷　その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
①ヘッジ会計の処理方法

原則として繰延ヘッジ処理によっております。
②消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

2.　会計方針の変更に関する注記
（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」
（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物
附属設備に係る減価償却方法を、定率法から定額法に変更しております。

この結果、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益はそれぞれ7,200千円増加しております。
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3.　会計上の見積りの変更に関する注記
(耐用年数の変更)

当社は、2016年11月開催の取締役会で本社移転に関する決議をいたしました。これにより、本社移転に伴
い利用不能となる固定資産について耐用年数を短縮し、移転予定日までの期間で減価償却が完了するように耐
用年数を変更しております。

この変更により、従来の方法に比べて、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益がそれぞれ
196,387千円減少しております。

4.　追加情報
（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を
当事業年度から適用しております。

5.　貸借対照表に関する注記
⑴　減価償却累計額

有形固定資産 1,011,434千円

⑵　関係会社に対する金銭債権・債務
短期金銭債権 485,726千円
短期金銭債務 322,728千円
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6.　損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

営業取引
売上高 1,744,467千円
売上原価 380,682千円
販売費及び一般管理費 424,794千円

営業取引以外
経営指導料 139,866千円
受取配当金 405,206千円
受取手数料 53,874千円
その他 1,208千円

7.　株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当 事 業 年 度 期 首
の 株 式 数

当 事 業 年 度 増 加
株 式 数

当 事 業 年 度 減 少
株 式 数

当 事 業 年 度 末
の 株 式 数

普通株式 73,636株 33株 ―株 73,669株

増加株式数の主な内訳は、以下のとおりであります。
単元未満株式の買取請求による増加 33株
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8.　税効果会計に関する注記
⑴　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な内訳

（繰延税金資産）
流動資産

貸倒引当金 3,070千円
賞与引当金 194,477千円
未払事業税 32,840千円
減価償却費 31,258千円
資産除去債務 77,150千円
その他 52,641千円

計 391,439千円

固定資産
貸倒引当金 13,439千円
減損損失 4,323千円
減価償却費 56,206千円
資産除去債務 143,904千円
投資有価証券評価損 17,011千円
関係会社株式評価損 47,713千円
その他 9,933千円
繰延税金負債（固定）との相殺 △144,357千円

計 148,175千円
繰延税金資産合計 539,615千円
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（繰延税金負債）
固定負債

資産除去債務に対応する除去費用 143,179千円
その他 1,177千円
繰延税金資産（固定）との相殺 △144,357千円

計 ― 千円
繰延税金負債合計 ― 千円
差引：繰延税金資産の純額 539,615千円

9.関連当事者との取引に関する注記
⑴子会社及び関連会社等

（単位：千円）

種類 会社等の名称
議決権等の

所有（被所有）
割合

関連当事者
との関係

取引の内容
（注1）

取引金額
（注2） 科目 期末残高

（注2）

子会社
株式会社

Lifull 
Marketing 
Partners

直接60％

役務の
提供等 業務受託等 1,782,520

売掛金 338,418

未収入金 17,461

プロモーシ
ョン委託等 制作委託等 337,198

買掛金 25,964

未払金 8,440

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注1）価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の上で、決定しており

ます。
（注2）取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。
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10.　１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 161円41銭
⑵　１株当たり当期純利益 21円53銭

11.　重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

12.　連結配当規制適用会社に関する注記
当社は、連結配当規制適用会社であります。

13.　その他の注記
該当事項はありません。
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